


 石炭アンモニア混焼による 

 大気質への影響 

 主要調査結果 

 ●  大気汚染物質の一つである微小粒子状物質（PM  2.5  ）は、日本では毎年数千人、世界 

 では数百万人の早期死亡の原因になっています。 

 ●  碧南火力発電所4号機の実証試験における、PM  2.5  と、前駆体ガスの総排出量を試算 

 し  ま  し  た。  同  施  設  で  は、  発  電  に  要  す  る  燃  料  の  0%  、  20%  、  50%  は  ア  ン  モ  ニ  ア  （  NH  3  ） 

 を使用し、残りの燃料源は石炭を使用しています。 

 ●  そ  の  結  果、  PM  2.5  と  前  駆  体  ガ  ス  の  総  排  出  量  は、  発  電  に  要  す  る  燃  料  源  の  20%  を  ア  ン  モ 

 ニ  ア  （  NH  3  ）  に  置  き  換  え  た  場  合  67%  増  加  し、  50%  を  置  き  換  え  た  場  合  は  167%  に  ま  で 

 増加することが分かりました。 

 ●  これらの物質の総排出量の大きな増加は、PM  2.5  の前駆体ガスであるアンモニア（ 

 NH  3  ）  の  排  出  に  起  因  し  て  い  ま  す。  NH  3  は  輸  送  と  燃  焼  時  に、  大  気  中  に  放  出  さ  れ  て  し  ま 

 います。 

 ●  汚染物質の総排出量の増加は、PM  2.5  濃度の増加につながる可能性が高く、すなわち 

 公衆衛生への負担も増大することになりかねません。 
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 石炭による大気汚染や気候への影響 

 石炭燃焼は電力の主要なエネルギー源です。しかし、石炭の燃焼は、人の健康をおびやかす大 

 気汚染物質を生成し、気候変動の原因となる温室効果ガスを排出します。 

 微小粒子状物質（PM  2.5  ）への曝露は、慢性閉塞性肺疾患、虚血性心疾患、肺がん、下気道感染 

 症、  糖  尿  病  な  ど、  さ  ま  ざ  ま  な  呼  吸  器・  循  環  器  疾  患  を  引  き  起  こ  し  ま  す  （  Burnett  ほ  か,  2014;  Di  ほ 

 か,  2017  ）。  ま  た  全  世  界  で  は、  PM  2.5  に  よ  る  早  期  死  亡  者  数  が  年  間  400  万  ～  800  万  人  に  の  ぼ  り  （ 

 Lelieveld  ほ  か,  2015;  Burnett  ほ  か,  2018  ）、  PM  2.5  に  よ  る  他  の  非  致  死  的  疾  患  と  合  わ  せ  て、  世  界  経  済 

 に  8  兆  米  ド  ル  の  損  失  を  与  え  て  い  ま  す。  こ  れ  は  全  世  界  の  GDP  の  6.1%  に  相  当  し  ま  す  （世  界  銀  行, 

 2022）。日本国内では、PM  2.5  を原因とした早期死亡者数は、年間4万3千人にものぼります（ 

 State of Global Air, 2022）。 

 このPM  2.5  の主な発生源は、石炭燃焼によるものです。世界的に見ると、PM  2.5  に関連した年間早 

 期  死  亡  者  数  の  う  ち、  14  %  （  56  万  人）  の  死  亡  が、  石  炭  燃  焼  に  起  因  し  て  い  ま  す  （  McDuffie  ほ  か,  2021 

 ）。  日  本  は  世  界  で  4  番  目  の  石  炭  火  力  発  電  国  で  あ  り  （  Ember,  2021  ）、  石  炭  火  力  は  日  本  の  電  力  エ  ネ 

 ル  ギー  源  の  28  %  を  占  め  て  い  ま  す  （  Our  World  in  Data,  2023  ）。  さ  ら  に、  日  本  に  お  け  る  PM  2.5  濃  度  の 

 大  き  な  割  合  （  12  %  ）  は、  石  炭  燃  焼  に  よ  る  も  の  で  す  （  McDuffie  ほ  か,  2021  ）。  ま  た、  石  炭  燃  焼  は、 

 PM  2.5  だけではなく、温室効果ガスも排出するため、気候変動にも影響を与えています。 

 アンモニア（NH  3  ）は、石炭の代替燃料として、発電所で燃やして発電することができます 

 が、燃焼時に温室効果ガスを排出しません。アンモニアは腐食性の化学物質であり、高濃度の 

 アンモニアに触れると、直ちに、目、皮膚、口腔や呼吸器の粘膜に損傷（激しい刺激や火傷） 

 を与える可能性があります。また、水素（H  2  ）のような他のエネルギーキャリアと異なり、ア 

 ンモニアの輸送は比較的容易かつ安価で、安全です。したがって、アンモニアが、石炭燃焼の 

 グ  リー  ン  な  代  替  燃  料  と  な  り  え  る  可  能  性  も  ゼ  ロ  で  は  あ  り  ま  せ  ん  （  MacFarlane  ほ  か,  2020;  Xue  ほ  か, 

 2019）。 
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 発電所へのアンモニア燃料供給 

 碧南火力発電所は、日本最大の石炭火力発電所で、日本最大の電力合弁会社であるJERAが所有 

 しています。ここ数年、この発電所の4号機では、石炭とアンモニアの両方を同時に燃焼させる 

 「混焼」実証試験のための技術改造が行われてきました。別添A-補足資料（SI）の図A1は、新 

 し  い  燃  料  源  に  対  応  す  る  た  め  の  施  設  改  造  図  を  示  し  て  い  ま  す。  2023  年、  JERA  は  50  万  ト  ン  の  ア  ン  モ 

 ニアを石炭と混焼させ、4号機における発電に要するエネルギー源の20％をアンモニア燃料で賄 

 う  予  定  で  す  （  JERA,  2022c  ）。  も  し  成  功  す  れ  ば、  こ  の  発  電  所  で  の  ア  ン  モ  ニ  ア  混  焼  率  を、  2050  年  ま 

 で  に  50%  へ  と  引  き  上  げ、  2050  年  以  降、  国  内  の  す  べ  て  の  超  臨  界  発  電  所  で、  ア  ン  モ  ニ  ア  専  燃  100% 

 を達成する計画です（IHI, 2022 c）。 

 この膨大なアンモニアへの需要を満たすため、JERAは、アンモニア生産・輸送の世界最大手の 

 会社と覚書を締結しました（JERA, 2022 d; JERA, 2022 h; JERA, 2022 b）。碧南火力発電所4号機 

 の燃料源の 20% をアンモニアで賄うためには、アンモニアの国内消費量の2倍の量が必要にな 

 ります。このため、JERAはアンモニアの供給に向けて、国際競争入札を実施しました（日経, 

 2023）。その結果、JERAは、米国（CF Industries, 2023）、オーストラリア（Yara, 2023）、ノ 

 ルウェー（Yara, 2022）などに主要生産拠点を持つ、ヤラ・インターナショナルおよびCFイン 

 ダストリーズ・ホールディングス（CFI）と、アンモニア供給に関する覚書を締結しました。さ 

 らに、遠方から大量のアンモニアを輸入することを想定して、JERAは流通業者とも覚書を締結 

 しました。アンモニアを舶用燃料として利用する大型船舶で、アンモニアを輸入する計画で 

 す。（JERA, 2022b）。アンモニアの製造場所が確定していないにも拘らず、JERAはすでに遠 

 方からアンモニアを輸入し、アンモニア燃料の輸送船舶を使用することを想定しているので 

 す。 
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 不確かな気候への影響 

 石炭の代替燃料としてのアンモニア利用は、このエネルギー転換計画が気候変動に与える相対 

 的  な  影  響  が  未  知  数  で  あ  る  た  め  に、  報  道  機  関  （ロ  イ  ター,  2022  a;  ロ  イ  ター,  2022  b;  Service,  2018  ） 

 や  科  学  者  た  ち  の  団  体  （  Hughes  ほ  か,  2022;  MacFarlane  ほ  か,  2020  ）  に  よっ  て、  広  く  精  査  さ  れ  ま  し 

 た。石炭とアンモニアが気候に影響を与えうる理由の一つに、これらの燃料が強力な温室効果 

 ガスである、二酸化炭素の排出につながる可能性があるからです。火力発電所で燃料が燃やさ 

 れると、二酸化炭素が排出されます。対照的に、アンモニアを燃やしても二酸化炭素は排出さ 

 れません。ところが、アンモニアの化学的な製造ラインで、二酸化炭素が排出される可能性が 

 あるのです。 

 アンモニアには複数の製造方法があり、これは生成時に使われる燃料および排出される二酸化 

 炭素の回収方法で区別されます。アンモニア（NH  3  ）は、水素（H  2  ）と窒素（N  2  ）を組み合わせ 

 生成され、水素は水から、窒素は空気から作られます。これらの化学反応には、大量のエネル 

 ギーが必要です。「グレー」や「ブラウン」とも呼ばれる従来のアンモニア製造方法は、化石 

 燃料を燃料源にするため  、  製造ラインで二酸化炭素を排出します。ブルー・アンモニア製造に 

 おいては、燃料源として化石燃料を使用するものの、排出された二酸化炭素を大気中から除去 

 するために炭素回収・貯留（CCS）を伴う方法で製造されます。グリーン・アンモニア製造で 

 は、再生可能エネルギーがエネルギー源として使われるため、二酸化炭素は排出されません。 

 ブルー・アンモニアとグリーン・アンモニアを組み合わせた製造方法はクリーン・アンモニア 

 と呼ばれます。しかし、このクリーンな製造法は方法論的制約があるため、低い普及にとど 

 まっています。 

 現在、アンモニアの大半はグレーとブラウンの製造方法で生産されているため、アンモニア製 

 造は温室効果ガス排出の大きな原因となっています。アンモニアの生産は、毎年5億トンの二酸 

 化  炭  素  を  排  出  し、  こ  れ  は  世  界  の  二  酸  化  炭  素  排  出  量  の  2%  に  相  当  し  ま  す  （  The  Royal  Society,  2020 

 ）。 
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 石炭火力発電所でのアンモニア混焼が気候に与える影響は、アンモニアの製造方法に大きく依 

 存することが、科学的な研究により明らかになっています。日本の全ての石炭火力発電所で使 

 用する燃料の20%を、クリーンなアンモニアに置き換えた場合、日本の二酸化炭素の排出量は 

 年  間  4000  万  ト  ン  減  少  す  る  と  推  定  さ  れ  て  い  ま  す  （  Stocks  ほ  か,  2022  ）。  し  か  し、  ア  ン  モ  ニ  ア  が  国  外 

 でグレー、またはブラウン方法で製造されていた場合、日本国内の発電所で二酸化炭素排出量 

 が削減されても、国外でのアンモニア製造時に排出される二酸化炭素排出量が増加するため、 

 総  排  出  量  は  完  全  に  相  殺  さ  れ、  世  界  的  な  二  酸  化  炭  素  の  総  排  出  量  の  削  減  に  は  な  り  ま  せ  ん  （  Stocks  ほ 

 か,  2022  ）。  し  た  がっ  て、  世  界  の  化  学  製  造  分  野  に  大  き  な  変  化  が  な  い  限  り、  日  本  の  エ  ネ  ル  ギー  分  野 

 で石炭をアンモニアに置き換えても、気候に関するメリットは得られないと考えられます。 

 明らかにされていない、公害への影響 

 さらに、石炭専燃からアンモニア混焼に移行した場合、  PM  2.5  の排出量にも影響をおよぼす可能 

 性  を  無  視  す  る  こ  と  は  で  き  ま  せ  ん  （  Lu  ほ  か,  2017  ）。  石  炭  と  ア  ン  モ  ニ  ア  の  生  産、  輸  送  お  よ  び  燃  焼 

 は、様々な  物質の排出  を通じて、  PM  2.5  に影響します。  PM  2.5  は、大気中に直接排出されるもの 

 と、大気中で前駆物質である窒素酸化物（NOx）、二酸化硫黄（SO  2  ）、アンモニア（  NH  3  ）に 

 よって生成されるものがあります（模式図は図A2参照）。 

 石炭からの排出物質と、それがどのようにPM  2.5  の生成に関与しているかは、比較的広く周知さ 

 れています。石炭がPM  2.5  生成に関与するのは、主に石炭の採掘時と燃焼時です。採掘工程で 

 は、PM  2.5  を排出し、燃焼時には、PM  2.5  の他に、二酸化窒素、二酸化硫黄も排出します。碧南火 

 力発電所4号機をはじめとする石炭火力発電所では、毎年これらの排出量を測定しています。ア 

 ンモニア製造における排出量をみると、全体の0.001％が意図せず大気中に放出されていること 

 がわかっています（欧州環境庁、2021）。しかし、我々の知る限り、輸送中に排出されるアン 

 モニアは、数値化されていません。科学的調査によると、米国とベルギー間の液体メタンの往 

 復輸送時においては、不安定な圧力を避けるための大気中排出と、また、船を推進するための 

 燃料使用のため、0.1%のメタンが輸送中に大気放出されていることがわかっています（ 
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 Balcome  ほ  か,  2022  ）。  ア  ン  モ  ニ  ア  は  燃  焼  時  に、  未  反  応  の  ア  ン  モ  ニ  ア  （別  称  「ア  ン  モ  ニ  ア  ス  リッ 

 プ」）と二酸化窒素を排出します。日本政府は、石炭とアンモニアの混焼は、石炭専燃と比較 

 し  て、  二  酸  化  窒  素  の  排  出  量  に  は  影  響  が  な  い  と  報  告  し  て  い  ま  す  （資  源  エ  ネ  ル  ギー  庁,  2021  ）  が、  未 

 反応のまま大気中に排出されるアンモニアの量は、非常に不確実であり、複数の異なる要因に 

 依存するため、0.1～25%であると推定されています（Balcomeほか, 2022;DieselNet, 2023）。 

 総合的にみて、石炭をアンモニアに置き換えた場合、複数の異なる工程（生産、輸送、燃焼） 

 を通じて、複数の異なる種類の物質（PM  2.5  、  SO  2  、NO  2  、NH  3  ）の排出量に影響をおよぼしま 

 す。そして総排出量の変化が十分に大きければ、PM  2.5  の大気中濃度や人体にも、影響およぼす 

 結果になります。 

 実証試験からの汚染物質排出量の算出方法 

 本調査では、碧南火力発電所4号機における、石炭とアンモニア混焼が大気質へおよぼす影響を 

 調べました。調査方法として、エネルギー需要は一定に保ちながら、石炭とNH  3  の異なる燃料 

 混  合  比  （  100:0  、  80:20  、  50:50  ）  の  下、  PM  2.5  と  そ  の  前  駆  物  質  の  排  出  量  を  数  値  化  し  ま  し  た。  燃  料  の 

 ライフサイクル（採掘、工業生産、輸送、燃焼）からの排出も考慮しています。 

 それぞれの工程、混合比、物質に応じて、さまざまな方法を用いて排出量を算出したものを、 

 表1に示しています。JERAは現在、石炭専燃（100:0）で稼働しており、石炭の燃焼によって生 

 じ  る  PM  2.5  、  窒  素  酸  化  物、  硫  黄  酸  化  物  の  排  出  量  を  数  値  化  し  て  い  る  た  め  （  Koplitz  ほ  か,  2017  ）、  こ 

 れらの値を直接使用しました（表1）。それ以外の工程の燃料混合比については、PM  2.5  と二酸化 

 硫黄の排出量は、石炭の減少に比例して減少するとし、窒素酸化物の排出量には変化がないと 

 仮定します。残りの工程や混焼率、物質については、基礎となるそれぞれの工程のデータ（石 

 炭生産、アンモニア生産、アンモニア輸送、アンモニア燃焼）と、文献から得た排出係数の測 

 定値を組み合わせています。また、アンモニア燃焼に使用する排出係数は、推定範囲（0.1～30 

 ％）の下限である0.1％で計算しているため、保守的な推定値となります。 
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 表1 - 石炭とNH3試験による排出量の算出に使用した方法とデータ 

 工程  物質  100:0  80:20  50:50 

 石炭採掘 
 a 

 PM  2.5  石炭生産 x 排出係数 

 NH  3  生産 
 a 

 NH  3  NH  3  生産 x 排出係数 

 NH  3  輸送 
 b 

 NH  3  NH  3  輸送 x 排出係数 

 燃焼 
 d 

 PM  2.5  報告値  報告値 x 0.8  報告値 x 0.5 

 燃焼 
 d 

 SO  2  報告値  報告値 x 0.8  報告値 x 0.5 

 燃焼 
 d 

 NO  2  報告値  報告値  報告値 

 燃焼 
 c 

 NH  3  NH  3  燃焼 x 排出係数 

 出  典  ：  石  炭  採  掘  a  、  NH  3  生  産  a  の  排  出  係  数  は  欧  州  環  境  庁  （  2021  ）  か  ら、  NH  3  生  産  b  は  Balcome  ほ  か 

 （2022）から、NH  3  の燃焼cはBalcomeほか（2022）およびDieselNet（2023）  より引用。石炭の 

 燃焼dの報告排出量はKoplitz ほか（2017）から引用。 

 環境汚染物質排出量の増加 

 図1は、碧南火力発電所4号機における、様々な混焼比率における物質排出量を示しています。 

 石  炭  の  み  を  専  焼  し  た  場  合  （  100:0  ）、  す  べ  て  の  物  質  （  PM  2.5  +  SO  2  ,  +  NO  2  +  NH  3  ）  と  工  程  （生  産 

 +  輸  送  +  燃  焼）  に  お  け  る  物  質  の  総  排  出  量  は、  1,348  ト  ン  に  な  り  ま  す。  こ  の  ケー  ス  で  最  も  多  く  排 
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 出されるのは、NO  2  （800トン）と  SO  2  （529トン）です。一方、PM  2.5  の排出量はごくわずか（19 

 トン）で、 NH  3  は排出されません。 

 と  こ  ろ  が  石  炭  と  ア  ン  モ  ニ  ア  を  混  焼  す  る  と、  汚  染  物  質  総  排  出  量  は  大  幅  に  増  加  し  ま  す。  ア  ン  モ  ニ  ア 

 の混焼率が0%（100:0）から20%（80:20）に増加した場合、汚染物質総排出量は67%（1,348トン 

 か  ら  2,249  ト  ン）  も  増  加  し  ま  す。  さ  ら  に  懸  念  さ  れ  る  べ  き  こ  と  と  し  て、  ア  ン  モ  ニ  ア  の  混  焼  率  が  0% 

 （  100:0  ）  か  ら  50%  （  50:50  ）  に  なっ  た  場  合、  総  排  出  量  は  じ  つ  に  167%  （  1,348  ト  ン  か  ら  3,602  ト  ン） 

 も増加してしまいます。このように、汚染物質総排出量が増大する理由は、アンモニアの排出 

 量にあります。アンモニア排出量は、アンモニアの混焼率が20%（80:20）の場合は1,011トンの 

 増  加、  50%  （  50:50  ）  の  場  合  は  2,528  ト  ン  も  増  加  し  ま  す。  そ  の  一  方  で、  PM  2.5  （  4  〜  9  ト  ン）  と  SO  2  （ 

 106〜265トン）の排出量はわずかに減少するだけで、NO  2  の排出量は変化しません。したがっ 

 て、アンモニア混焼した場合、アンモニア（NH  3  ）の排出量が大幅に増加し、他の物質（PM  2.5 

 、  SO  2  ）の排出量のごくわずかな減少をも完全に相殺してしまうことになることがわかりまし 

 た。 

 地理的にみると、増加した汚染物質は碧南火力発電所と、国外に分布されます。アンモニア混 

 焼におけるNH  3  排出量の増加は、半分がアンモニアの輸送時、半分が燃焼時に排出されます。 

 このため、石炭をアンモニア（NH  3  ）に置き換えた場合、碧南発電所と、燃料を輸送する船の 

 航路の両方に、総排出量の増加が分散します。石炭専焼の場合（100:0）、碧南火力発電所の汚 

 染物質総排出量は1,348トン（図1、黒星参照）です。ところが、アンモニア混焼率を20%（石炭 

 80  ：  NH  3  20  ）  と  50%  （石  炭  50  :  NH  3  50  ）  に  す  る  と、  碧  南  火  力  発  電  所  の  汚  染  物  質  総  排  出  量  は  そ  れ  ぞ 

 れ1,738トン（+30%）と2,339トン（+75%）に増加します（図1、黒い星参照）。 
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 図1 碧南火力発電所4号機におけるPM  2.5  とその前駆種（NO  2  、SO  2  、NH  3  ）の排出量 

 注：3つの異なる燃料混焼比における、すべての工程（生産＋輸送＋燃焼）から排出されるPM  2.5  （赤）、  SO  2 

 （緑）、NO  2  （オレンジ）、 NH  3  （青）排出量を示しています。燃焼のみによる汚染物質総排出量（PM  2.5  + 

 SO  2  + NO  2  +  NH  3  ）は黒星で示されています。 

 出典：図の作成に使用したデータは、Koplitzほか（2017）、欧州環境庁（2021）、Balcomeほか（2022）、 

 DieselNet（2023）より引用 

https://energyandcleanair.org/


 地域の公衆衛生への影響 

 碧南火力発電所4号機における様々な物質の排出量の増加は、人間の健康に甚大な影響を与える 

 と  考  え  ら  れ  ま  す。  そ  の  理  由  と  し  て、  (i)  総  排  出  量  の  増  加  が  相  当  に  な  る  上  に、  重  要  な  物  質  の  排  出  を 

 含  む  こ  と、  (ii)  PM  2.5  が、  大  気  中  を  長  距  離  移  動  す  る  こ  と、  (iii)  PM  2.5  は  た  と  え  僅  か  な  濃  度  の  増  加  で 

 も、人間の死亡リスク要因の大きな増加につながる危険性が挙げられます。また、碧南火力発 

 電所4号機での排出量増加は大規模（30～75％）かつ、  PM  2.5  の強い前駆物質であるアンモニアの 

 排出量増加も含んでいるため、  PM  2.5  の大気中濃度が増加することが予測されます（Guほか, 

 2021）。濃度が上昇した  PM  2.5  は、数週間にわたって大気中に滞留し、広い範囲に影響が出ると 

 考  え  ら  れ  ま  す。  例  え  ば、  日  本  の  PM  2.5  濃  度  は、  中  国  な  ど  数  千  キ  ロ  メー  ト  ル  離  れ  た  場  所  で  発  生  し  た 

 排  出  物  の  影  響  を  受  け  る  （藍  川  ほ  か,  2010  ）  こ  と  か  ら  も、  碧  南  火  力  発  電  所  か  ら  の  排  出  物  が、  50km 

 し  か  離  れ  て  い  な  い  近  隣  都  市  の  名  古  屋  市  （人  口  200  万  人  程  度）  の  PM  2.5  濃  度  に  影  響  を  与  え  る  可  能  性 

 は、極めて高いといえます。  PM  2.5  濃度は、わずかな変化でも死亡リスクの増大につながるた 

 め、  大気中濃度の増加により、  公衆衛生に大きな影響をおよぼす可能性があります（Vonodos 

 ほか, 2018）。 

 生態系の健全性への影響 

 これらの物質の排出量増加は、窒素沈着量の増加を通じて、環境にも悪影響を与える可能性が 

 あります。有機体の健康の一部は、窒素、鉄、リンといった、栄養素の絶妙なバランスによっ 

 て保たれています。栄養素のバランスに変化が生じれば、植物や藻類が過剰繁殖する富栄養化 

 を引き起こします。人間の活動は、窒素沈着量を大幅に増加させ、栄養素のバランスを崩し、 

 沿  岸  生  態  系  の  富  栄  養  化  （  Malone  ほ  か,  2020  ）、  海  洋  生  態  系  バ  ラ  ン  ス  の  悪  化  （  Kim  ほ  か,  2014  a; 

 Kim  ほ  か,  2014  b;  Ren  ほ  か,  2017  ）、  日  本  に  お  け  る  生  物  多  様  性  の  損  失  （  Lin  ほ  か,  2021  ）  を  招  い  て 

 きました。したがって、  NH  3  が、船舶輸送と燃焼によって大気中に放出されると、最終的に海 

 洋や陸上の生態系に蓄積してしまい、環境問題をさらに悪化させることになってしまいます。 
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 大規模なエネルギー転換計画 

 現在日本では、碧南火力発電所4号機で50万トンのアンモニア混焼の  実証研究  を行った後、他の 

 発電所でも、石炭からアンモニアへの燃料置き換えを拡大していく複数の計画が進んでいま 

 す。日本政府は、混焼技術を日本全国の石炭火力発電所に展開することで、2023年までに、ア 

 ンモニアの年間需要が300万トン、2050年には3000万トンに達すると見込んでいます（METI, 

 2022  ）。  JERA  は、  日  本  全  国  の  発  電  所  （  JERA,  2022  g  ）  を  は  じ  め、  マ  レー  シ  ア  （  JERA,  2022  a  ）  と 

 シ  ン  ガ  ポー  ル  （  JERA,  2022  f  ）  の  発  電  所  で  も  混  焼  事  業  を  検  討  し  て  い  る  ほ  か、  NH  3  の  製  造  （  JERA, 

 2022  d;  JERA,  202  2h  ）  と  輸  送  （  JERA,  2022  b  ）  を  国  際  的  に  展  開  す  る  覚  書  を  締  結  し  て  い  ま  す。  ま 

 た、  三  菱  重  工  業  （  MHI  ）  や  IHI  と  いっ  た  日  本  企  業  も、  イ  ン  ド  ネ  シ  ア  （  MHI,  2022;  IHI,  2022  b  ）、  シ 

 ン  ガ  ポー  ル  （  MHI,  2022  a  ）、  台  湾  （  MHI,  2022  d  ）、  タ  イ  （  MHI,  2023  ）、  イ  ン  ド  （  IHI,  2022  a  ）、 

 チ  リ  （  MHI,  2022  c  ）  で、  石  炭  と  NH  3  の  混  焼  事  業  を  検  討  す  る  覚  書  を  締  結  し  て  い  ま  す。  こ  の  こ  と 

 は、  イ  ン  ド  ネ  シ  ア  に  とっ  て  と  り  わ  け  重  要  で  す。  と  い  う  の  も、  イ  ン  ド  ネ  シ  ア  で  は、  PM  2.5  に  よっ 

 て、  毎  年  94,000  人  も  の  早  期  死  亡  が  発  生  し、  死  因  の  約  13  ％  が  石  炭  に  起  因  し  て  い  る  か  ら  で  す  （ 

 McDuffie  ほ  か、  2021  ）。  さ  ら  に、  こ  れ  ら  の  プ  ロ  ジェ  ク  ト  の  中  に  は、  ア  ン  モ  ニ  ア  混  焼  率  を  30%  （ 

 MHI,  2022  c  ）  や  100%  （  JERA,  2022  f  ）  と  いっ  た  高  い  比  率  で  使  用  す  る  も  の  も  あ  り  ま  す。  こ  の  た  め、 

 実証試験終了後に、大気汚染が日本国内にとどまらず、複数の周辺諸外国にも波及する可能性 

 が非常に高いといえます。 

 先行調査との比較 

 我々  の  調  査  で  は、  碧  南  火  力  発  電  所  4  号  機  で  の  ア  ン  モ  ニ  ア  混  焼  は、  PM  2.5  を  増  加  さ  せ  る  可  能  性  が  あ 

 る  こ  と  が  判  明  し、  独  立  し  た  研  究  （  Lu  ほ  か,  2017  ）  に  よっ  て  も、  こ  の  結  論  を  裏  付  け  る  こ  と  も  で  き 

 ました。熱容量1000MWの4号機で、長期（1年）のアンモニア混焼（20～50％）による排出量を 

 推定するために、査読済みの科学研究データを使用し、燃料のライフサイクル（採掘、生産、 

 輸送、燃焼）のすべての側面を考慮し、結論に達しました。 
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 一  方、  日  本  の  電  力  会  社  が  実  施  し  た  先  行  研  究  で  は、  （原,  2019;  藤  原,  2019  ）、  特  定  の  条  件  下  に  お  い 

 て、アンモニア混焼によるPM  2.5  への影響を最小化できることが暗示されています。しかし、 

 我々の調査方法とは対照的に、この研究には、独立した査読を受けていない独自の実験データ 

 が  使  用  さ  れ  て  い  ま  す。  例  え  ば、  い  く  つ  か  の  実  験  で  は、  低  い  熱  入  力  （  10  MW  ）  下、  か  つ  短  期  間 

 で、  低  い  ア  ン  モ  ニ  ア  混  焼  率  （  6  ～  20  %  ）  の  ケー  ス  を  調  査  し  て  い  る  の  に  と  ど  まっ  て  い  ま  す。  さ  ら 

 に、アンモニア混焼の大気排出量増加の主な要因の1つである、アンモニアの国際輸送時の排出 

 は考慮していません。したがって、この研究結果が、実際の運用条件にかなったものであるか 

 どうかは、非常に不確かであるといえます。実際、電力会社による研究の報告者は、次のよう 

 に結論付けています。 

 「...ただし、実機規模での燃焼特性評価や、運用上想定される様々な炭種、燃焼条件に 

 対しての評価は不十分であり、実用化に先立って今後のさらなる技術的検討が望まれ 

 る。また、固体燃料である石炭とガス燃料であるアンモニアの混合時の燃焼現象につい 

 ては未解明な部分が多く、数値解析における燃焼モデリングの高度化および現象論的な 

 観点からの燃焼最適化のために、基礎現象の解明にも引き続き取り組んでいく必要があ 

 る」 
 1 

 結論と提言 

 数十年にわたる科学研究、環境政策、大気汚染緩和技術の投資により、日本の大気質は大幅に 

 改  善  さ  れ  て  き  ま  し  た  （若  松  ほ  か,  2013  ）。  例  え  ば、  日  本  の  PM  2.5  平  均  濃  度  は、  2010  年  か  ら  2018  年  の 

 間  に、  30%  も  減  少  し  て  い  ま  す  （伊  藤  ほ  か,  2021  ）。  し  か  し、  日  本  の  PM  2.5  濃  度  は  依  然  と  し  て、  世  界 

 保健機関（WHO）が策定したガイドライン値を超えており、この汚染物質は、早期死亡と様々 

 な  障  害  を  引  き  起  こ  す  主  要  リ  ス  ク  の、  8  番  目  の  要  因  と  なっ  て  い  ま  す  （  State  of  Global  Air,  2022  ）。 

 1  原三郎, ⼀般財団法⼈ 電⼒中央研究所, 2019, p.68-69. 
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 本報告書では、混焼により石炭をアンモニアに置き換えることで、日本の大気質の改善が損な 

 われる、あるいは無効化してしまう可能性があることを示しています。 

 調  査  の  結  果、  石  炭  を  ア  ン  モ  ニ  ア  （  NH  3  ）  に  置  き  換  え  る  と、  PM  2.5  の  主  要  な  前  駆  物  質  で  あ  る  ア  ン  モ 

 ニ  ア  （  NH  3  ）  の  排  出  量  が  大  幅  に  増  加  し、  PM  2.5  の  濃  度  が  上  昇  す  る  可  能  性  が  あ  る  こ  と  が  判  明  し  ま  し 

 た。混焼技術導入の拡大によって、人間の健康が危険にさらされる前に、以下を提言します。 

 ●  碧南火力発電所4号機のアンモニア混焼に伴う排出量の変化は、PM  2.5  濃度にどのような 

 影響を与えるかについてを調査をすること。我々の調査結果によると、アンモニア（ 

 NH  3  ）の輸送と燃焼の両方を通じて、アンモニア（NH  3  ）の排出量が大幅に増加するこ 

 と  が  明  ら  か  に  なっ  た。  そ  の  た  め、  PM  2.5  の  濃  度  が  高  ま  り、  健  康  へ  の  悪  影  響  を  お  よ  ぼ  す  危  険 

 性が高くなるといえる。 

 ●  国内外の発電所で混焼を拡大した場合の、排出量や大気質の変化について、高いアンモ 

 ニア混焼率を用いて調査すること。 

 石炭火力発電所におけるアンモニア混焼によって、日本のエネルギー需要を満たすためには、 

 膨大な量のアンモニアが必要になります。我々の調査の結論として、高騰するアンモニア需要 

 を満たすためには、大規模なアンモニアの大気放出が避けられず、結果として人間の健康、健 

 全な生態系、そして経済に壊滅的な影響を及ぼす可能性があります。 
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 図A1  - 碧南火力発電所でのアンモニア実証事業について（JERA,  2023 c) 

 図 A2  - 石炭とアンモニアによる PM2.5  生成プロセスの模式図 
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